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株主各位

証券コード：4990
2026年６月10日

（電子提供措置の開始日2026年６月５日）

株 主 各 位
東京都港区赤坂二丁目 1 4 番 3 2 号

代表取締役社長 石 橋 健 藏

当社ウェブサイト
https://www.showa-chemical.co.jp/index.html

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?
Show=Show

第99期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第99期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供

措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサ
イト「新着情報」に「第99期定時株主総会招集ご通知」として掲載しております
ので、以下の当社ウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申
しあげます。

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）ウェブ
サイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サ
ービス）にアクセスして銘柄名（昭和化学工業）または証券コード（4990）を入
力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択の上、ご確認ください
ますようお願い申しあげます。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行
使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2026
年６月25日（木曜日）午後５時30分までに議決権を行使していただけますようお
願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net/）にアクセ
スしていただき、議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パ
スワード」をご利用の上、画面の案内にしたがって議案に対する賛否をご入力く
ださい。インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁「インターネッ
トによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
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株主各位

１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時（午前９時開場）
２．場 所 東京都港区赤坂二丁目14番32号　赤坂２・14プラザビル３階

赤坂サンスカイルーム　３D室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第99期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第99期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
（１）本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提

供措置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のう
ち、連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第19条の規
定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。また、当該連結注記表
及び個別注記表につきましては、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員会
が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

（２）インターネットによる方法と議決権行使書と重複して議決権を行使された場合
は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。また、イン
ターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたも
のを有効なものといたします。

（３）ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否の表示をされない
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上
◎当日ご出席の際は、議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトにその
旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。

◎当日、会場におきまして、役職員はノーネクタイの軽装（クールビズ）にて対応させていた
だきます。

◎ご来場の株主様にお配りしておりましたお土産は、第91期定時株主総会より廃止させていた
だいております。

［郵送による議決権行使の場合］
　　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、前頁の行使期限までに到
着するようご返送ください。

敬　具

記
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示の上、ご返
送ください。

次頁の案内に従って、議案の
賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年6月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2026年6月25日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

2026年６月25日（木曜日）
午後5時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、４号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権
行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること
なく議決権行使ウェブサイトにログインすること
ができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度
議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

　インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法等が
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）
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当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国経済は、所得環境の改善や物価上昇の

落ち着き等により個人消費は緩やかに回復したものの、ウクライナや中
東情勢ほか地政学的リスクの高まり懸念等、先行き不透明な状況となり
ました。

このような経営環境の中、当社グループは生産性向上、省エネ及びお
客様への商品安定供給のための設備投資を行い、長期的視点での事業収
益強化に尽力しました。また、お客様への技術提供を通じ当社商品の継
続的なご利用を促進する取り組みを進めるとともに、新規事業活動を展
開してまいりました。その結果、売上高は92億72百万円（前期比0.4％
増）となりました。

製品分野別では以下のような状況となりました。
濾過助剤分野は、ビール類・清涼飲料水・甘味料・調味料等の食品工

業、抗生物質等の製薬工業、油脂・合成樹脂等の化学工業、ごみ焼却場
等で使用される当社の主力商品群です。当連結会計年度におきまして
は、国内市場商品の売上が増加したものの、海外市場の売上が減少しま
した。

建材・充填材分野は、住宅用建材や土木資材、シリコーンゴム等に使
用される商品群です。当連結会計年度におきましては、海外市場に加え
国内市場商品の売上が全体的に増加しました。

化成品分野は、プールや温浴施設及び浄化槽向けの塩素系消毒剤、産
業排水向けの高活性微生物剤等の水処理関連商品群です。当連結会計年
度におきましては、プール用塩素剤の売上が減少しましたが、浄化槽用
塩素剤及び温浴施設用塩素剤の売上が増加しました。

その他の商品は、珪藻土粒状品及びデオドラント商品等の生活関連用
品、その他スポットで発生する商品群です。当連結会計年度におきまし
ては、主に各種化学品向け商品の売上が減少しました。

－ 5 －
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当事業年度の事業の状況、財産及び損益の状況

利益面におきましては、「持分法による投資利益」の増加等により経
常利益８億１百万円（同40.3％増）、「投資有価証券売却益」の増加
並びに「特別損失」の減少等により親会社株主に帰属する当期純利益は
６億24百万円（同51.7％増）となりました。

②　設備投資及び資金調達の状況
当連結会計年度において、３億75百万円（前期は３億72百万円）の

設備投資を実施いたしました。その主な内容は珪藻土・パーライト製品
製造工場の改修等であります。なお、これらの所要資金につきましては
主として自己資金より充当いたしました。

第96期
(2023年３月期)

第97期
(2024年３月期)

第98期
(2025年３月期)

第99期
(当連結会計年度)
(2026年３月期)

売 上 高（百万円） 9,225 9,196 9,237 9,272
親会社株主に帰属
する当期純利益 （百万円） 616 584 411 624

１株当たり当期純利益 （円） 58.21 55.11 38.67 58.67

総 資 産（百万円） 13,039 13,528 13,655 14,569

純 資 産（百万円） 6,758 7,598 8,119 9,387

第96期
(2023年３月期)

第97期
(2024年３月期)

第98期
(2025年３月期)

第99期
(当事業年度)

(2026年３月期)
売 上 高（百万円） 7,235 7,469 7,521 7,633

当 期 純 利 益（百万円） 309 198 295 408

１株当たり当期純利益 （円） 28.12 18.04 26.87 37.16

総 資 産（百万円） 10,729 11,047 11,220 11,908

純 資 産（百万円） 5,467 5,815 6,116 7,080

⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

②　当社の財産及び損益の状況
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

(％)
主要な事業内容

白 山 工 業 株 式 会 社 50百万円 100.0 珪藻土製品製造

日 昭 株 式 会 社 10百万円 100.0 パーライト製品
の製造業務請負

北京瑞来特貿易有限公司 150万US＄ 100.0 珪藻土製品販売

⑶　重要な子会社の状況

⑷　対処すべき課題
当社グループをとりまく経営環境は、世界的インフレ傾向や円安の持続、

ウクライナや中東情勢ほか地政学的リスクの高まり懸念等、予断を許さない
状況が続くと予想されます。一方、企業は持続可能な社会の一員として質の
高い商品・サービスの提供と共に、気候変動問題等への取り組みが求められ
ていると認識しております。
このような中、当社グループは「お客様のため、社会のため、人間生活向

上のため、貴重な資源を限りなく有効に活用し、広く産業を支え、豊かな明
日を構築することに貢献する。」ことを経営理念とし、それを実現すべく次
の課題に対処してまいります。
①　既存事業の深化と拡大
②　M&Aを含めた新規事業の構築と育成
③　生産工程の見直し及び販売管理費の圧縮による収益性の向上と
　　財務体質の強化
④　長期的な原料供給体制の構築
⑤　環境と安全に配慮した経営の推進
⑥　人材の育成及び社内制度の改善等による組織活性化の推進
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主要な事業内容、主要な拠点等

区 分 主要な製品名または使用用途

珪藻土製品の製造・販売 主な製品名 “ラヂオライト”
使用用途は濾過助剤、建材・充填材等

パーライト製品の製造・
販売

主な製品名 “トプコ”、“ハードライト”
使用用途は濾過助剤、建材・充填材等

化成品の販売 プール用塩素剤、温浴施設用塩素剤等

生活関連品の製造・販売 消臭剤“イオンダッシュ”

⑸　主要な事業内容（2026年３月31日現在）

昭 和 化 学 工 業 株 式 会 社

本 社 東京都港区赤坂二丁目14番32号
販 売 拠 点 東京都港区、大阪府大阪市北区

福岡県北九州市小倉北区
生 産 拠 点 秋田県北秋田市、栃木県芳賀郡

岡山県真庭市、山形県鶴岡市
研 究 拠 点 鳥取県倉吉市

白 山 工 業 株 式 会 社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都港区
工 場 大分県玖珠郡

日 昭 株 式 会 社
（ 子 会 社 ）

本 社 東京都港区
事 業 所 山形県鶴岡市

北京瑞来特貿易有限公司
（ 子 会 社 ） 事 業 所 中国北京市

瑞来特（大連）工程技術有限公司
( 孫 会 社 ) 事 業 所 中国遼寧省

⑹　主要な拠点等（2026年３月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減
216（６）名 ２名減（２名減）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
163（４）名 １名増（１名減） 47.9歳 19.4年

⑺　使用人の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

借 入 先 借　　入　　額（百万円）
株式会社 三 井 住 友 銀 行 514
株式会社 み ず ほ 銀 行 512
株式会社 北 陸 銀 行 293
株式会社 り そ な 銀 行 292
株式会社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 281

⑻　主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 32,000,000株
②　発行済株式の総数 11,979,000株（自己株式987,105株を含む）
③　株主数 3,321名

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

シ グ マ 株 式 会 社 1,938 17.63

石 橋 健 藏 1,419 12.91

公 益 財 団 法 人 石 橋 奨 学 会 1,000 9.10

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 768 6.99

昭和化学工業取引先持株会 539 4.91

白 山 工 業 株 式 会 社 341 3.11

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 340 3.09

石 橋 敬 子 316 2.88

北 沢 産 業 株 式 会 社 255 2.32

株 式 会 社 北 陸 銀 行 231 2.10

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 231 2.10

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年３月31日現在）

④　大株主（上位11名）

（注）１．当社は、自己株式を987,105株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．上記の所有株式の他、2026年３月31日現在の役員持株会での持分として、石橋健

藏氏が37,900株を所有しております。

⑵　新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

氏 名 会社における
地 位 担当及び重要な兼職の状況

石 橋 健 藏 取締役社長
(代表取締役)

白山工業株式会社　代表取締役
日 昭 株 式 会 社　代表取締役
オーベクス株式会社　社外取締役

田 子 　 薫 専務取締役

笹 元 　 岳 取　締　役 経営管理部長

小 関 　 肇 取　締　役
(常勤監査等委員)

波 光 史 成 社外取締役
(監査等委員)

公認会計士・税理士
(税理士法人レゾンパートナーズ 代表社員)

神 　 谷 　 宗 之 介 社外取締役
(監査等委員)

弁護士
(神 谷 法 律 事 務 所
(株式会社パシフィックネット
(大 豊 建 設 株 式 会 社
(住石ホールディングス株式会社
(株式会社日本デジタル研究所

所　長)
社外取締役)
社外取締役)
社外取締役)
社外監査役)

⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１．取締役(監査等委員)波光史成氏、並びに取締役(監査等委員)神谷宗之介氏は社外取
締役であります。

２．取締役(監査等委員)波光史成氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務
及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために小関　肇氏
を常勤の監査等委員として選定しております。

４．当社は、取締役(監査等委員)波光史成氏、並びに取締役(監査等委員)神谷宗之介氏
を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

②　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該契約の内容の概要は以下
のとおりです。
・当該保険契約の被保険者は、取締役並びに監査等委員である取締役で

あります。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担する

こととなった争訟費用及び損害賠償金等を補填の対象としておりま
す。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については補填
の対象外としております。

・被保険者は当該保険料の10％相当額を負担しております。
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会社役員の状況

③　役員報酬等の決定に関する方針等の概要
当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役（監査等

委員である取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬
等の内容にかかる決定方針を以下のとおり決議しております。なお、取
締役の個人別報酬等の内容が決定方針に沿うと取締役会が判断した理由
としましては、代表取締役社長である石橋健藏氏が、原案について決定
方針との整合性及び会社の業績や経営内容、社会情勢、個人の役割に応
じた貢献度合い等を含め総合的な検討を行っていることから、取締役会
はその答申を確認及び尊重し決定方針に沿うものであると判断しており
ます。

１．基本方針
当社の取締役の報酬に関する基本方針は、企業価値の持続的な向

上を図るインセンティブとして機能させることを目的として決定さ
れるものとし、その限度額は2016年６月29日開催の第89期定時
株主総会において年額２億40百万円以内（使用人分給与は含まな
い。）と決議いただいております。なお、当該株主総会終結時点の
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は３名でありま
す。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬とし、会社の業績や経

営内容、社会情勢、個人の役割に応じた貢献度合い等を総合的に勘
案して決定し、支払うこととしております。

３．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の決定に関する方針
業績連動報酬等並びに非金銭報酬等はありません。

４．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、代表取締

役社長である石橋健藏氏がその具体的内容について委任をうけてお
ります。当該権限が代表取締役により適切に行使されるようにする
ため、基本方針に基づき会社の業績や経営内容、社会情勢、個人の
役割に応じた貢献度合い等を総合的に勘案して決定しております。
なお、その権限の内容は各取締役の基本報酬の額としております。

５．監査等委員である取締役の基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬
等の額の決定に関する方針
当社の監査等委員である取締役の基本報酬について、その限度額

は2016年６月29日開催の第89期定時株主総会において、年額50
百万円以内と決議いただいております。なお、当該株主総会終結時
点の監査等委員である取締役の員数は３名であります。また、その
金額については、報酬総額の限度内において常勤・非常勤の別、業
務分担の状況を考慮して、監査等委員である取締役の協議により決
定しております。
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会社役員の状況

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員

の員数(名)
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取　　締　　役
(うち社外取締役)

99
（－）

99
（－）

－
（－）

－
（－）

３
（－）

取締役(監査等委員)
(うち社外取締役)

22
（７）

22
（７）

－
（－）

－
（－）

３
（２）

合　　　計
(うち社外取締役)

122
（７）

122
（７）

－
（－）

－
（－）

６
（２）

④　取締役の報酬等の総額
当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．取締役の報酬等の総額に、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ
ん。

２．取締役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第89期定時株主総会において、
取締役（監査等委員を除く。）について年額240百万円以内（ただし、使用人分給
与は含まない。）、取締役（監査等委員）については年額50百万円以内と決議い
ただいております。

３．役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を
計上しております。なお、当社は2006年６月29日開催の第79期定時株主総会に
おいて、役員退職慰労引当金制度を廃止することを決議いただいております。

４．個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長である石橋健藏
氏がその具体的内容について委任をうけております。委任の理由は、石橋氏が当社
グループを取り巻く経営環境並びに当社グループの業績等を熟知しており、各取締
役について適切な評価が可能と判断したためであります。

⑤　社外役員に関する事項
１．取締役（監査等委員）　波光史成

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当
該他の法人等との関係
税理士法人レゾンパートナーズの代表社員であります。なお、当

社と税理士法人レゾンパートナーズとの間に取引等の関係はありま
せん。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当
該他の法人等との関係

　該当事項はありません。
ハ．当事業年度における主な活動状況

　当事業年度に開催された取締役会14回のうちの全てに出席、ま
た、監査等委員会13回のうち全てに出席されました。

ニ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概
要

　当社は、当社の経営方針や戦略等に対し、会社の持続的な成長を
促し中長期的な企業価値向上に資するため、専門家としての高い見
識と知識に基づいた指摘や助言、経営陣の業務執行の適切な評価と
監督を期待しております。同氏は公認会計士・税理士としての豊富
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会社役員の状況

な見識を有し、企業会計の実務に長年にわたり携わっていることに
加え、他社での社外役員の経験を有しておりますことから、当社の
取締役会や監査等委員会において独立した立場から適宜適切な指摘
や助言、意見表明をいただいております。

ホ．責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締

結しておりません。

２．取締役（監査等委員）　神谷宗之介
イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当

該他の法人等との関係
　神谷法律事務所の所長であります。なお、当社と神谷法律事務所
との間に取引等の関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当
該他の法人等との関係

　　株式会社パシフィックネット、大豊建設株式会社及び住石ホール
ディングス株式会社の社外取締役、並びに株式会社日本デジタル研
究所の社外監査役であります。なお、当社と株式会社パシフィック
ネット、大豊建設株式会社、住石ホールディングス株式会社及び株
式会社日本デジタル研究所との間に取引等の関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度に開催された取締役会14回のうちの全てに出席、監
査等委員会13回のうち全てに出席されました。

ニ．社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概
要

　当社は、当社の経営方針や戦略等に対し、会社の持続的な成長を
促し中長期的な企業価値向上に資するため、専門家としての高い見
識と知識に基づいた指摘や助言、経営陣の業務執行の適切な評価と
監督を期待しております。同氏は弁護士としての豊富な見識を有
し、高い法令遵守の精神を有していることに加え、他社での社外役
員の経験を有しておりますことから、当社の取締役会や監査等委員
会において独立した立場から適宜適切な指摘や助言、意見表明をい
ただいております。

ホ．責任限定契約の内容の概要
　当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締
結しておりません。
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会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制

支 払 額（百万円）
当社の当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額 29

当社及び子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額 29

⑷　会計監査人の状況
①　名称　監査法人グラヴィタス
②　報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

　　　2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見
積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監
査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　　　3. 当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会
計士または監査法人（外国におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の
監査を受けております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または
不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解
任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締結し

ておりません。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
　①当社及び当社子会社の全ての役職員が、法令及び定款、経営理念を遵守

した行動をとるための「経営計画書」を定めるとともに、「職務分掌規
程」により職務範囲を明確にすることで、適正な事業活動を推進できる
体制を整備しております。

　②内部監査室の設置やコンプライアンス研修会等、コンプライアンスに係
る各種取り組みを行い、社内啓蒙を積極的に推進しております。

　③法令上疑義のある行為等について、外部専門家による相談窓口を設置し
ております。

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　当社は、法定文書の他、重要な職務執行に係る情報が記載された文書ま

たは電磁的媒体を関連資料とともに記録し、規定に基づき整理及び保管
しております。

　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　当社及び当社子会社は、業務遂行に伴うリスク管理をするための「リス

ク管理規程」に基づき、リスク管理委員会によるリスク抽出と分析、及
びその対応策を検討することで適切にリスク管理を行っております。

　４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　①当社は、原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応

じて臨時取締役会を開催し、法令・定款に定める事項のほか、「取締役
会規則」「決裁権限規程」に定める重要な業務執行に関する事項等の審
議、報告を行っております。

　②当社は、取締役会が決定した目標に対し、その進捗や成果を評価・協議
するとともに、「決裁権限規程」に規定されている重要事項の審議・決
定機関として経営会議を設置しております。当該会議には、担当取締役
及び常勤の監査等委員が出席し、適宜適切に運営しております。
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　５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

　①当社及び当社子会社は、連結経営を基軸に関係各社の強みを最大限に活
用しつつ経営計画の効率的達成に尽力しております。

　②当社子会社におけるコンプライアンスに係る各種取り組みは当社の体制
に準拠しております。

　③当社子会社の経営意思決定にかかる重要事項については、稟議手続を通
じて当社に報告され、当社の取締役会において審議決裁が行われており
ます。

　６．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合
における当該使用人に関する事項

　　監査等委員会からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた
場合、その職務を補助する使用人を本社管理部門から選任することがで
きるものとしております。

　７．監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　①監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令下
で業務を行い、監査等委員会の指示した業務については、必要な情報の
収集権限を有し、監査等委員会以外からの指揮命令は受けないものとし
ております。

　②監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動・人事評価・懲戒処
分等は、あらかじめ監査等委員会の承認を得なければならないものとし
独立性を確保しております。

　８．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員
会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体
制

　①監査等委員は、毎月開催の取締役会及びその他重要な会議に出席し、事
業や取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行状況等に係
る報告を受けるとともに監視を行っております。
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　②前記に関わらず、監査等委員会は必要に応じて取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）及び使用人に対し各種報告を求めることができるも
のとしております。

　③当社及び当社子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び
使用人は、法令等の違反行為等、当社及び当社子会社に著しい損害を及
ぼす恐れがある事実について、発見次第、直ちに当社の監査等委員また
は監査等委員会に対し報告を行うことにしております。

　④上記の報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止して
おります。

　９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

　①監査等委員は、取締役会その他重要会議に出席することで、適宜、取締
役（監査等委員である取締役を除く。）その他重要な使用人から職務の
執行状況を聴取するほか、関係資料を閲覧しております。

　②監査等委員は会計監査人、内部監査室等と定期的に協議する等緊密性を
保ち、会社が対処すべき課題、監査等委員監査の環境整備の状況、その
他監査上の重要課題等について意見や情報交換を行い、監査が適正に実
施される体制を整備しております。

　③監査等委員会は、その職務の執行にあたり必要に応じて独自に外部専門
家を起用することができる機会を保障されるものとしております。

　④監査等委員が当社に対してその職務の執行について生ずる費用の前払ま
たは支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、担
当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務が当該監査等
委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれ
に応じることとしております。

１０．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社グループは反社会的勢力による不当要求に対し毅然とした態度を堅
持し、当該勢力との一切の関係を持たないことを原則としております。
統括部署は経営管理部とし、平素より外部専門機関等から情報収集を行
い、事案の発生時には関係行政機関や顧問弁護士等の助言をもとに速や
かに対応できる体制を構築しております。
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⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の
概要は以下のとおりであります。
　１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
　　当社は、取締役及び使用人が法令、定款及び経営理念を遵守した行動を

とるための「経営計画書」を定めるとともに、「職務分掌規程」により
職務範囲を明確に定め、職務執行の適正化を推進しております。また、
コンプライアンスに係る社内啓蒙を図るため、当事業年度におきまして
は、当社及び子会社の全ての常勤取締役及び場所長を対象としたコンプ
ライアンス研修を２回開催しました。

　２．取締役の職務の執行
　　当事業年度における取締役会を14回開催し、法令・定款に定める事項

のほか、取締役会規則・決裁権限規程に定める重要な業務執行に関する
事項等の審議、報告を行いました。

　３．監査等委員の職務の執行
　　当事業年度における監査等委員会を13回開催し、監査方針・監査計画

の協議や監査状況の報告等を行うとともに、取締役会や経営会議等の重
要な会議体への出席により、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
していることの確認を行いました。また、会計監査人及び内部監査室と
連携し、当社及び子会社の事業運営状況の確認を行うことにより、当社
及び子会社における職務の執行に関する適法性・有効性の確認を行いま
した。なお、監査等委員からその職務の執行について生ずる費用または
債務償還の請求があった際は、当該監査等委員の職務の執行に必要でな
いと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理してお
ります。

　４．リスク管理
　　当事業年度においてはリスク管理委員会を２回開催し、「リスク管理規

程」に基づき、各部門でのリスク抽出とその対応策を検討し適切なリス
ク管理を行いました。
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
原 料 用 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
施 設 利 用 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,048,924
2,007,208

119,438
522,841

1,316,432
359,397
300,902
179,138
20,813

197,800
24,821
1,310

△ 1,181
6,859,650
2,534,842

505,355
308,153
637,375

9,994
14,633

542,637
427,827
88,864
63,831
61,944
1,314

573
4,260,976
2,737,136

875,333
399,330

721
120,068
205,486

△ 77,101　

流 動 負 債 2,883,072
支 払 手 形 535
電 子 記 録 債 務 53,686
買 掛 金 733,288
短 期 借 入 金 1,244,000
一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 80,000
一年内返済予定の長期借入金 284,184
未 払 金 182,765
未 払 費 用 47,151
未 払 法 人 税 等 125,796
賞 与 引 当 金 91,849
そ の 他 39,814

固 定 負 債 1,944,772
社 債 40,000
長 期 借 入 金 608,927
繰 延 税 金 負 債 445,778
退 職 給 付 引 当 金 753,336
役員退職慰労引当金 17,406
そ の 他 79,324

負 債 合 計 4,827,845
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,533,293
資 　 本 　 金 598,950
資 本 剰 余 金 586,803

資 本 準 備 金 527,529
その他資本剰余金 59,273

利 益 剰 余 金 4,509,934
利 益 準 備 金 149,737
その他利益剰余金 4,360,197

固定資産圧縮積立金 95,583
別 途 積 立 金 1,000,000
繰越利益剰余金 3,264,614

自 己 株 式 △ 162,394
評価・換算差額等 1,547,436

その他有価証券
評 価 差 額 金 1,547,436

純 資 産 合 計 7,080,730
資 産 合 計 11,908,575 負債及び純資産合計 11,908,575

貸　借　対　照　表

－ 20 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2026/05/28 18:53:38 / 25299402_昭和化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,633,402

売 上 原 価 5,196,209

売 上 総 利 益 2,437,193

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,126,403

営 業 利 益 310,789

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 85,216

そ の 他 198,523 283,739

営 業 外 費 用

支 払 利 息 30,663

そ の 他 24,963 55,627

経 常 利 益 538,902

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,288

投 資 有 価 証 券 売 却 益 85,548 88,837

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,274

投 資 有 価 証 券 評 価 損 624 5,898

税 引 前 当 期 純 利 益 621,840

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 195,899

法 人 税 等 調 整 額 17,485 213,384

当 期 純 利 益 408,455

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益
剰 余 金

2025年４月１日　残高 598,950 527,529 59,273 586,803 149,737 101,376 1,000,000 2,916,316 4,167,430 △162,394 5,190,789

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 65,951 △ 65,951 △ 65,951
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △ 5,793 5,793 － －

当 期 純 利 益 408,455 408,455 408,455
株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

－

事業年度中の変動額合計 － － － － － △ 5,793 － 348,297 342,504 － 342,504

2026年３月31日　残高 598,950 527,529 59,273 586,803 149,737 95,583 1,000,000 3,264,614 4,509,934 △162,394 5,533,293

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

2025年４月１日　残高 925,568 925,568 6,116,358

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △ 65,951
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 －

当 期 純 利 益 408,455
株主資本以外の項目
の 事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

621,867 621,867 621,867

事業年度中の変動額合計 621,867 621,867 964,371

2026年３月31日　残高 1,547,436 1,547,436 7,080,730

株主資本等変動計算書
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構築物

機械装置及び運搬具

土 地

原 料 用 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

6,449,598

2,973,394

1,871,867

487,857

435,996

474,775

208,937

46,550

△49,782

8,119,930

2,732,333

899,373

743,201

547,684

433,018

88,864

20,189

68,583

68,583

5,319,014

4,877,104

57,580

24,468

436,928

△77,067　

流 動 負 債 3,191,710
支払手形及び買掛金 828,764
電 子 記 録 債 務 103,305
短 期 借 入 金 1,244,000
一年内償還予定の社債 80,000
一年内返済予定の長期借入金 304,614
未 払 法 人 税 等 133,147
賞 与 引 当 金 102,527
そ の 他 395,352

固 定 負 債 1,990,135
社 債 40,000
長 期 借 入 金 613,927
役員退職慰労引当金 18,998
繰 延 税 金 負 債 405,792
退職給付に係る負債 823,273
そ の 他 88,144

負 債 合 計 5,181,846
純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,332,506
資 本 金 598,950
資 本 剰 余 金 566,281
利 益 剰 余 金 6,550,465
自 己 株 式 △383,189

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 2,055,176

その他有価証券
評 価 差 額 金 1,710,086

土地再評価差額金 6,507
為替換算調整勘定 338,582

純 資 産 合 計 9,387,682
資 産 合 計 14,569,529 負債及び純資産合計 14,569,529

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 9,272,889
売 上 原 価 6,325,391

売 上 総 利 益 2,947,498
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,501,217

営 業 利 益 446,281
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 70,198
持 分 法 投 資 利 益 162,784
そ の 他 197,286 430,270

営 業 外 費 用
支 払 利 息 30,789
そ の 他 44,411 75,201

経 常 利 益 801,350
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,288
投 資 有 価 証 券 売 却 益 86,363 89,651

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 5,277
投 資 有 価 証 券 評 価 損 624 5,901

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 885,100
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 242,295
法 人 税 等 調 整 額 17,962 260,258
当 期 純 利 益 624,842
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 624,842

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2025年４月１日　残高 598,950 566,281 5,989,526 △383,189 6,771,567

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △63,903 △63,903
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 624,842 624,842

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － － 560,938 － 560,938

2026年３月31日　残高 598,950 566,281 6,550,465 △383,189 7,332,506

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

2025年４月１日　残高 1,066,810 6,488 274,815 1,348,114 8,119,682

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △63,903
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 624,842

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 643,275 19 63,766 707,061 707,061

連結会計年度中の変動額合計 643,275 19 63,766 707,061 1,268,000

2026年３月31日　残高 1,710,086 6,507 338,582 2,055,176 9,387,682

連結株主資本等変動計算書
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月26日

昭和化学工業株式会社
取締役会　御中

監査法人グラヴィタス
京都府京都市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 良 治
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 飯 田 一 紀

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、昭和化学工業株式会社
の2025年４月１日から2026年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会
的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容
の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告

－ 26 －
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個別会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等
の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月26日

昭和化学工業株式会社
取締役会　御中

監査法人グラヴィタス
京都府京都市
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 藤 本 良 治
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 飯 田 一 紀

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、昭和化学工業株式会社の
2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、昭和化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容
の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監
査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人
は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第99

期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その
方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げ

る事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたし
ました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等
からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主
要な検討事項については、監査法人グラヴィタスと協議を行うとと
もに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査等委員会の監査報告

－ 30 －
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人「監査法人グラヴィタス」の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

⑶連結計算書類の監査結果
会計監査人「監査法人グラヴィタス」の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

2026年５月29日

昭和化学工業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 小 関 　 肇 ㊞
監査 等 委員 波 光 史 成 ㊞
監査 等 委員 神　谷　宗之介 ㊞

（注）監査等委員 波光史成氏及び神谷宗之介氏は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 31 －



2026/05/28 18:53:38 / 25299402_昭和化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

第1号　剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当金に関する事項
第99期の期末配当金につきまして、当期の業績並びに今後の事業

展開等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
なお、当期は既に中間配当金として１株につき３円を実施いたしま

したので、本議案が決議された場合、当期の年間配当金は１株につき
10円となります。

①　配当財産の種類
金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当金総額は、76,943,265円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月29日といたしたいと存じます。

－ 32 －
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第2号　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

１

い し

石
 

　
 

 
ば し

橋
 

　
 

 
け ん

健
 

　
 

 
ぞ う

藏
(1968年11月９日生)

    2000年    6 月 当社取締役経営企画室長
    2001年    10月 同常務取締役生産部長

兼経営企画室長
    2003年    3 月 同代表取締役社長(現任) 1,457,015株(重要な兼職の状況)

白山工業株式会社　　代表取締役
日昭株式会社　　　　代表取締役
オーベクス株式会社　社外取締役

取締役選任理由
当社の代表取締役社長として豊富な経験、実績、見識を有しており、リーダ
ーシップを発揮して経営の重要事項の決定及び業務執行を行うのに適任であ
ると判断したことから取締役候補者といたしました。

２

た

田
 

　
 

 
ご

子
 

　
 

 
 

　
 

　
 

 
かおる

薫
(1955年８月４日生)

    2009年    12月 当社経営企画室長
    2010年    7 月 同経営企画室長

兼海外営業部担当部長
    2011年    6 月 同取締役経営企画室長

兼海外営業部担当部長
    2011年    8 月 同取締役経営企画室長
    2015年    4 月 同取締役技術開発推進

部長
    2017年    6 月 同専務取締役技術開発

推進部長
    2025年    4 月 同専務取締役(現任)

23,417株

取締役選任理由
当社の経営に関する豊富な経験、実績、見識を有しており、経営の重要事項
の決定及び業務執行を行うのに適任であると判断したことから取締役候補者
といたしました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以
下、本議案において同じ。）３名は任期満了となります。つきましては、
取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、当社の監査等委員会は全ての取締役候補者
について適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 33 －
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第2号　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

3

ささ

笹
 

　
 

 
もと

元
 

　
 

　
 

　
 

 
 

 
がく

岳
(1970年11月１日生)

2019年７月 当社総務企画部長
　　　　　　 （現、経営管理部）
2024年６月 同取締役経営管理部長

(現任)

2,243株

取締役選任理由
入社以来、製造、営業、経営企画、総務企画等広範な部門における豊富な経
験と幅広い知見を有し業務全般に精通しており、経営の重要事項の決定及び
業務執行を行うのに適任であると判断したことから取締役候補者といたしま
した。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．所有する当社株式の数には役員持株会名義で所有する持分株式を含んでおります。
３．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しております。当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとお
りであり、取締役候補者の選任が承認されますと、各候補者は当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予
定しております。

－ 34 －
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第3号  監査等委員である取締役３名選任の件

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

１

こ

小
 

　
 

 
せ き

関
 

　
 

　
 

　
 

 
 

 
はじめ

肇
(1960年９月22日生)

    1984年    3 月 当社入社
    2009年    4 月 同内部監査室長
    2012年    6 月 同常勤監査役
    2016年    6 月 同取締役

（常勤監査等委員）(現任)

10,528株

取締役選任理由
入社以来、製造、営業、経営企画、内部監査等広範な部門における豊富な経
験と幅広い知見を有し業務全般に精通しておりますことから、当社経営を監
督する監査等委員である取締役として、その責務を適切に遂行できるものと
判断いたしました。

２

は

波
 

　
 

 
こ う

光
 

　
 

 
ふ み

史
 

　
 

 
な り

成
(1969年９月５日生)

    1998年    4 月 公認会計士登録
    2004年    6 月 当社社外監査役
    2011年    6 月 税理士法人レゾンパート

ナーズ代表社員（現任）
    2016年    6 月 東洋製罐グループホールディングス

株式会社　社外監査役
    2016年    6 月 当社社外取締役

（監査等委員）（現任）

9,441株

（重要な兼職の状況）
税理士法人レゾンパートナーズ　代表社員

社外取締役選任理由および期待される役割の概要
公認会計士・税理士としての見識と経験を有し、企業会計の実務に長年にわ
たり携わっていることに加え、他社での社外役員の経験を有しており、専門
的観点から当社のガバナンス体制強化と取締役の職務執行に対する監督、助
言等をいただくことが期待されるためであります。同氏は過去に社外役員と
なること以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、上記理
由により社外取締役としてその責務を適切に遂行できるものと判断いたしま
した。なお、同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であります
が、その在任期間は本総会終結の時をもって10年となります。また、同氏
は、過去に当社の業務執行者ではない役員であったことがあります。

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名は任期満了とな
ります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　なお、本議案に関しまして、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 35 －
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第3号  監査等委員である取締役３名選任の件

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

３

か み

神
 

　
 

 
や

谷
 

　
そ う

宗 
の

之 
す け

介
(1974年６月25日生)

    1996年    11月 司法試験合格
    1999年    4 月 弁護士登録（東京弁護士

会）
    2005年    1 月 ニューヨーク州弁護士登録
    2007年    1 月 神谷法律事務所開設
    2008年    6 月 株式会社日本デジタル研究所

社外監査役（現任）
    2009年    8 月 株式会社パシフィックネット

社外取締役（現任）
    2015年    6 月 当社社外取締役
    2016年    6 月 同社外取締役

（監査等委員）（現任）

6,167株

（重要な兼職の状況）
神谷法律事務所　所長
株式会社パシフィックネット　社外取締役
大 豊 建 設 株 式 会 社　社外取締役
住石ホールディングス株式会社　社外取締役
株式会社日本デジタル研究所　社外監査役

社外取締役選任理由および期待される役割の概要
弁護士として培ってきた豊富な経験と専門知識、並びに高い法令遵守の精神
を有していることに加え、他社での社外役員の経験を有しており、専門的観
点から当社のガバナンス体制強化と取締役の職務執行に対する監督、助言等
をいただくことが期待されるためであります。同氏は過去に社外役員となる
こと以外の方法で会社の経営に関与されたことはありませんが、上記理由に
より社外取締役としてその責務を適切に遂行できるものと判断いたしまし
た。なお、同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であります
が、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって11年となりま
す。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．波光史成氏及び神谷宗之介氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、波光史成氏及び神谷宗之介氏を東京証券取引所に独立役員として届け出て
おり、両氏が選任される場合は改めて独立役員として届け出る予定であります。

　　　４．所有する当社株式の数には役員持株会名義で所有する持分株式を含んでおります。
　　　５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を締結しております。当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとお
りであり、取締役候補者の選任が承認されますと、各候補者は当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予
定しております。

－ 36 －
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第4号  補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所 有 す る
当社株式の数

たか

高　 
はし

橋　 
たけ

武 　
はる

治
(1972年12月９日生)

2004年 ５ 月 高橋カーテンウォール工業
株式会社
代表取締役社長（現任）

－株

（重要な兼職の状況）
大連高連幕墻有限公司（中国）　副董事長
株式会社タカハシテクノ   代表取締役社長
株式会社ユニコーン　　 代表取締役社長
株式会社アシェル　　    代表取締役社長
株式会社レイジードラゴン　代表取締役社長
株式会社ケルプ　　　　 代表取締役社長

補欠の社外取締役選任理由および期待される役割の概要
経営者として豊富な経験を有していることから、当社経営に対し有益なご意
見や率直なご指摘をいただくことで、経営意思決定の健全性、適正性の確保
と透明性の向上に貢献し、当社のガバナンス体制強化と取締役の職務執行に
対する監督、助言等をいただくことが期待できるためであります。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備
え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じ
ます。
　なお、本議案に関しまして、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．高橋武治氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．高橋武治氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同

氏が監査等委員である取締役に選任された場合、当社は同氏を独立役員として届け
出る予定であります。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保
険契約を締結しております。当該保険契約の内容の概要は、事業報告に記載のとお
りであり、当該候補者が監査等委員である取締役に就任された場合は、当該保険契
約の被保険者となります。

以上

－ 37 －
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地図

東京メトロ千代田線 赤坂駅 ２番出口 徒歩１分
東京メトロ銀座線、南北線 溜池山王駅 ７番出口 徒歩７分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
東京都港区赤坂二丁目14番32号

赤坂２・14プラザビル３階　赤坂サンスカイルーム　３D室
電　話（０３）５５４５－５９２２

ホテルグランド
フレッサ赤坂

赤坂
ＡＣＴ
シアター

赤坂
ＢＬＩＴＺ

赤坂
サカス

浄土寺

赤坂Ｂｉｚ
タワー

赤坂通
郵便局

山王
パークタワー

山王日枝神社

ザ・キャピトル
ホテル東急

東京メトロ銀座線

外
堀
通
り

赤坂
駅

溜
池
山
王
駅

サンヨー
赤坂ビル

赤坂２・14プラザビル３階
赤坂サンスカイルーム　３D室

国際
赤坂ビル

東京メトロ
千代田線

昭和化学工業株式会社　第99期定時株主総会
午前　９時　開場
午前１０時　開始

　ご来場いただきました株主様へのお土産は、昨今の社会情勢及び株主間の
公平性を考慮し配布をとりやめております。ご理解のほどよろしくお願い申
し上げます。


